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 弁護士法人中央総合法律事務所では、主として名刺交換をさせていただいた

方を対象とし、有用な法律情報等をお知らせすべく定期的にメールマガジンを発

行させていただいております。 

 今号では、本年中に施行予定の 2021 年銀行法改正によって銀行業高度化等

会社に関する規制緩和が実施されることを踏まえ、銀行業高度化等会社の概要

や活用状況、2021 年銀行法改正のうち銀行業高度化等会社に関連する内容に

ついて解説いたします。以下は、事務所ウェブサイトに公表している｢銀行高度化

等会社～概要と 2021 年銀行法改正～」の要約です。 

 全文ご覧いただくにはこちらの URL から 

・「銀行高度化等会社～概要と 2021 年銀行法改正～」 

（ https://www.clo.jp/column/3020/） 

---------------------------------------------------------------- 

【銀行業高度化等会社～概要と２０２１年銀行法改正～】 

銀行業高度化等会社とは、2016 年銀行法改正で銀行（及び銀行持株会社）の

子会社類型として導入された「情報通信技術その他の技術を活用した当該銀行

の営む銀行業の高度化若しくは当該銀行の利用者の利便の向上に資する業務

又はこれに資すると見込まれる業務を営む会社」（銀行法 16 条の２第１項）をい

い、銀行等は、金融庁長官の認可を受けることを前提に、基準議決権数を超える

銀行業高度化等会社の議決権を取得・保有することができます。 

 

https://u15398734.ct.sendgrid.net/ls/click?upn=IrSLQUU-2FXrrxH2eXdcjg6TrwZbzDrTU4yyhzncc7GlGD3yHc5kjUgXfI9TFcjD2Nog___DWKreAZOsCCZS1RXCYJl61lZTVgYlsxyaG-2BvulNAush60yoy3aqfHHDfgC1h62VEeFJLn79MjIY93vactO28aJyrYseMOFRFrEeoko7fKetyTeLlXKMyXroXlvsMRnutjzcFWh7hX-2F-2FaTkDFIL8-2FrIKsYVrJlyjQZntGQgthSKvS3zjBWzm-2BPBSEiedfihf2Y-2BQ6gAt55Sia-2B0m-2Bqa4a4QC51iI1e0RgWY9bR-2BIQPhVg4kKka0oNZwu-2FhXAn06-2FDTiNDtFVok9kBEItevRuYEKjqFeAEXZjZkOmeOACHsWxzzf6YsmX-2F5F7HgA-2Bz3XKGSFKxvmganJ4PpHCv89xYqvmDTNsn4olwED6MNOuhVOLXR-2BatJPOxyS4L-2BfS3Zz1Rjzw28Ksyr1HHdB7pR9-2FGLQ-3D-3D


現行銀行法において、銀行業高度化等会社は、情報通信技術その他の技術を

活用した、①当該銀行の営む銀行業の高度化に資する業務又はこれに資すると

見込まれる業務及び②当該銀行の利用者の利便の向上に資する業務又はこれ

に資すると見込まれる業務を営むことが可能とされており、現状、主に、フィンテッ

クや EC モール運営事業等の IT 関連事業を営む会社に対する出資や地域商社

の新設といったかたちでの活用が行われています。 

 

銀行による銀行業高度化等会社への出資については、現行銀行法上、他の子

会社類型への出資とは異なり、子会社としようとする場合のみならず、５%超（銀行

持株会社による場合は 15%超）の出資を行う場合においても、金融庁長官の認

可を取得する必要があるとされているほか、認可審査基準も、他の子会社類型の

基準と比較して、①銀行業高度化等会社に対する出資が全額毀損した場合にお

ける影響、②優越的地位の濫用のおそれの有無、③利益相反取引のおそれの有

無の基準が加重されている点で厳格なものとなっています。 

 

このように、現行銀行法上、銀行業高度化等会社は、他の子会社類型と比較し

て、幅広い業務が認められている一方で、手続面の要件は厳格なものとなってい

ますが、2021 年銀行法改正において、銀行業高度化等会社においても大幅な規

制緩和が実施されました。具体的には、①「地域の活性化、産業の生産性の向

上その他の持続可能な社会の構築に資する業務又はこれらに資すると見込まれ

る業務」の追加による業務範囲の更なる拡大、②フィンテックや地域商社事業（在

庫保有、製造・加工原則なし）等の「一定の高度化等業務」を営む会社の認可審

査基準について、現状の加重基準から通常の子会社の認可審査基準と同等の

ものへ緩和、③認定を受けた銀行持株会社が、個別認可を受けずに、持株特定

子会社として、特例銀行業高度化等業務を営むことができる制度の新設等が挙

げられます。本改正は、銀行業高度化等会社の業務範囲を更に拡大しながらも、



手続要件を一部緩和することで銀行グループの迅速なビジネス展開を可能にす

るものであり、今後、銀行業高度化等会社活用の動きが更に活性化していくこと

が見込まれます。 

 

＜この記事に関するお問い合わせ先＞ 

弁護士  小宮  俊（komiya_s@clo.gr.jp ）  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

※本メールマガジンは、主として弊事務所弁護士と名刺を交換した方に送らせて

いただいております。 

※本メールアドレスは送信専用のメールアドレスです。このメールに返信しないよう

にお願いいたします。 

 

【配信停止・お問い合わせについて】 

今後、本メールマガジンの配信停止をご希望の方、メールアドレスの変更その他

お問い合わせがございましたら、大変お手数ではございますが、下記メールアドレ

スまでご連絡ください。 （clo_mlstop@clo.gr.jp ） 
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